
◇＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝[ 第 18号  ]＝＝＝＝◇ 

唯契の窓 唯物論的社会契約論研究所月報      2019 年 10 月 1 日 

◇＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝◇ 

 先月関東地方を襲った台風 15 号は、首都圏に甚大な被害をもたらしました。

被災された皆さんには心からのお見舞いを申し上げます。 

 また被災後、停電によって亡くなられた方も多数おられるとお聞きしました。

ご冥福をお祈りするとともに、残された遺族の皆さんにお悔やみを申し上げた

いと思います。 

 理論解説編でも述べておりましたように、自然災害などによる家屋の喪失に

ついては、全額社会（国）の責任で復旧するべきであり、地域の方々の生活の

再建こそが、社会全体にとっても最大の利益である事を改めて強調したいと思

います。また生業の復興についても、無利子での金融支援などが不可欠です。

そうすることで、地域経済の早急な回復を図り、社会的な分業体制への影響を

最小限に食い止めることができるからです。 

 またこうした強力な台風の発生など、自然災害の増加傾向は明らかに地球温

暖化によるものであり、送電網の破壊などと併せて人為災害でもあるとも言え

るでしょう。温暖化対策を早急に進める必要が明確になった、そのように考え

ます。 

 

●＝＝＝＝[ 時事批評 ]＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝● 

 今月話題にするのは台風 15 号による災害問題、特に千葉県を中心に発生した

大規模停電問題について。 

 先月（9 月 9 日）関東地方を襲った台風 15 号は、主にその強風によって多大

な被害をもたらしました。特に電柱や鉄塔の倒壊による電力供給網の受けた被

害は甚大で、千葉・神奈川を中心に最大 93 万戸が停電、さらに復旧にも時間を

要し一週間を経過した17日時点でも６万戸が復旧できていないという事態とな

りました。この停電によって熱中症等により亡くなられた方もあるなど、極め

て深刻な被害となりました。自然災害は防ぎようのないものではありますが、

現代社会における市民生活は深く電力に依存しているため、電力の安定的な供

給については何らかの対策を講ずる必要があることは誰の目にも明らかとなっ

ています。 

 この問題への解決策をどのような方法で行うべきかという点に今日的な課題

があります。例によってＮＨＫなどを中心としたマスコミは、電線の地下設置

などの必要性を求める声を盛んに報道するわけですが、それが果たして抜本的

な解決につながるものなのかどうか、極めて疑問に思うのです。 

 ちょうど一年前の 9 月 6 日に起きた北海道胆振東部地震で、北海道のほぼ全



域に及んだ大規模停電が発生した事を覚えておられるでしょうか。あの大規模

停電は地震の影響で胆振火力発電所が停止した事によって生じたブラックアウ

トと呼ばれる現象によるものでした。政府はその対策として、（1）発電施設の

増強、（2）本州と北海道を結ぶ送電線（北本連携線）の大容量化などをあげて

います（註 1）。今回の台風被害を考慮したとき、このような対策で果たして十

分と言えるでしょうか。 

  

 そこで少し視点を変えてこの大規模停電問題を考えてみましょう。ここでと

りあげた二つの停電事象には共通する問題があります。それは今日の電力供給

体制の在り方そのもの、すなわち、大規模な発電施設から長大な送電網を通し

て各地に電力を供給するというビジネスモデルそのものが、危機の本質として

存在しているという問題です。千葉の停電は送電網が破壊されたことによって

生じました。北海道の停電は送電網に組み込まれた発電施設の相互影響によっ

て生じました。いずれも大規模発電施設と長大な送電網というシステムでなけ

れば発生しない問題です。 

 であれば、今後の対策として見直すべきなのはこうした電力供給システムの

在り方そのものなのではないでしょうか。ではこのシステムに代わる電力供給

モデルとはどのようなものなのでしょうか。その答えを簡潔に言えば電力の地

産地消モデルということになります。 

 

 電力の地産地消モデルは、地域に小規模な発電施設を設け、限定的な地域に

その電力を供給するというものです。当然発電能力は小規模（現在の火力発電

所などに比べて、という意味ですが）なものになります。小規模な発電施設と

言えば、風力発電・マイクロ水力発電・太陽光発電などで、いわゆる自然エネ

ルギー（再生可能エネルギー）発電設備を複数組み合わせて運転し、地域の電

力供給の核となる蓄電変電施設を経由して各家庭に給電するというイメージで

考えると理解しやすいでしょう。 

 そうした小規模な発電施設で果たして地域の電力が賄えるのかと疑問を持つ

方も多いかと思いますが、実のところ今日の電力需要のほとんどは製造業が占

めているもので、家庭需要に限ってみれば電力全体の 14.2％にすぎません（註

２）。また自然エネルギーがそれを賄えるのかと言えば、その割合は今日（２０

１８年現在）の電力供給の 17.4％に達しており（註３）、数字の上では十分可能

だと言えるでしょう。問題は一般家庭での市民生活の安全保障（エネルギー保

障）なのですから、今後再生可能エネルギーの普及を進めることを前提とすれ

ば、こうした電力供給モデルは既に実現可能な課題となっているのです。 

 



 それでも残る不安。それは今回の台風のような自然災害によって発電施設が

破壊または稼働不能になったらどうするのかという問題が残ります。しかしこ

うした小規模施設は復旧も容易であり、全国的に予備の装置を備蓄しておけば

すぐに復旧できるでしょう。エネルギーの地産地消モデルの普及は、電力を販

売するというビジネスモデルから、発電装置を販売するというビジネスモデル

への移行も伴います。つまり商品としての備蓄も十分に存在することが想定さ

れるので、流通の中での備蓄が期待できるのです。 

 さらに、それでも不安であるという向きにはさらに新しいエネルギー供給の

手段をご紹介したいと思います。それがマグネシウムを利用した電力供給シス

テムです。2007 年に発表された東京工業大学の矢部孝名誉教授の論文「マグネ

シウムとレーザーを用いた再生可能エネルギーサイクル」には次のように述べ

られています（註 4）。 

 「マグネシウムをエネルギー貯蔵媒体とし，水との反応でそのエネルギーを

取り出す．反応生成物である酸化マグネシウムは，太陽光を直接レーザーに変

換したレーザーによって元のマグネシウムに還元される．これにより，定常的

でない太陽光を貯蔵することができる．レーザーによる還元効率 42.5％ を実現

し，太陽光励起レーザーもスロープ効率 14％ を達成し，実用化が見えてきた．」 

 

 マグネシウムは海水などに無尽蔵ともいえるほど大量に含まれている金属で、

加水分解により水素を発生します（Mg + H２O → MgO + H２＋86 kcal）。マグ

ネシウムは水素を利用するいわば燃料電池として使用することができるのです。

しかも太陽光を集積して生み出す太陽光レーザーを用いた加熱処理で還元する

ことができ、例えば砂漠などで有り余る太陽光を利用したプラントを建設する

ことで循環利用することができるのです（註 5）。矢部教授の論文中では 2025 年

には実用化のめどがつくのではないかとのことです。水素の缶詰ともいえるマ

グネシウムの扱いは爆燃性があるなどクリアするべき課題もありますが、いず

れ各家庭やコミュニティーに発電用プラントの材料として循環利用されること

になるでしょう。自然エネルギーの補完的な発電システムとして導入され、後

には主要な電源として利用されることになる可能性もあると思われます。 

 

 このように家庭用の電力供給システムが地産地消のシステムに置き換え可能

であることは明らかなのですが、それを推進しようという動きは全く見えてき

ません。それは何故なのか。理由は既存の電力販売事業者と大量の電力を消費

する産業界がそれを望んでいないからです。産業界は安価な電力を大量に求め

ています。価格はともかく、大量に電力を供給するには巨大な発電施設で電気

を生産することが必要で、そのために現在の長大な送電網をもった電力供給シ



ステムが必要なのです。 

 一方、発電事業者にとっては 14.2％の家庭用電力も重要な購入者です。しか

も産業界よりも高く販売できる取引先として重要な存在と考えています。中部

電力の電力価格（2019 年 9 月）で比較してみると、一般家庭向けの電力料金が

基本料金で 1ｋＶＡあたり 280.8 円、従量料金で 1ｋＷの価格が、120ｋｗｈま

でが 21.18 円、300ｋＷｈまでが 25.08 円、300ｋＷｈ以上だと 26.57 円となっ

ています。一方企業向け料金では、基本料金を高めに設定した場合で基本料金

が1ｋＷあたり1636.46円、従量料金は1ＫＷｈあたり、夜間13.41円、昼間15.92

円、重負荷時間でも 18.66 円となっています。 

基本料金をみると一見、企業の方が高く設定されているように見えますが、

一つの企業と個人家庭を同等に見るのは不合理です。そこで企業の料金を家庭

の料金で割ってみると 6 世帯分で企業と同じ基本料金を払っていることになり

ます。しかも単位が企業ではｋＨｗあたりなのに、一般家庭ではｋＶＡあたり

となっています。ｋＶＡは皮相電力と呼ばれ、有効電力（ｋＷＡ）と無効電力

（ｖａｒ）を合わせたもので、仮に力率を 0.8 とすれば、5 世帯で企業と同じ単

位当たり金額を負担していることになります。しかも従量料金では一般家庭の

方がはるかに高く、単位当たり最大で2倍近い負担をしていることになります。

一般家庭相手に儲けたお金を企業に対する値引きに使っているのかもしれませ

ん。 

その真偽はともかく、今日のように自然災害が多発する状況では、やはり住

民のエネルギー安全保障を最優先に考えた電力供給システムへの移行が求めら

れていると思います。資本の論理、つまり企業の利益を最優先にする考え方か

らの脱却が、命を守るという最低限の要請に応えるためにはどうしても必要な

のです。この点でも唯物論的社会契約論の優位性は明らかであると言えます。 

 

 

（註１）平成 30 年北海道胆振東部地震に伴う大規模停電に関する検証委員会最

終報告（概要） 

（註２）経済産業省資源エネルギー庁「平成 24 年度エネルギーに関する年次報

告」（エネルギー白書 2013）2.1.2 部門別エネルギー消費の動向(url: 

https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2013html/2-1-2.html) 

（註３）独立ＮＰＯ法人環境エネルギー政策研究所「2018 年(暦年)の国内の自

然 エ ネ ル ギ ー 電 ⼒ の 割 合 」 2019 年 ４ 月 ９ 日 (url: 



https://www.isep.or.jp/archives/library/11784)  

（註 4）一般社団法人 プラズマ・核融合学会 学会誌 2007 年 6 月号 

（註 5）このプラント計画は、以前に紹介しました攻勢交易においても重要な役

割を果たすことになると思われます。すなわち中東の産油国にとって、化石燃

料に頼らない産業の育成が急務なのですが、このプラントはこれまで不毛の地

とされていた沙漠を燃料資源の再生産基地として生まれ変わらせる可能性があ

ります。新たなエネルギーの供給国との攻勢交易は双方の国の経済を豊かに発

展させることになるでしょう。 

 

●＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝● 

 

□＝＝＝＝＝＝［理論解説］＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝□  

 今回はお休みです。 

 

□＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝□ 

 

★＝＝＝＝ [ コラム ]＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝★ 

 本日は夏休みを頂きまして朝から「唯契の窓」2019 年夏号外を配布してきま

した。実はこれが書きたくて発行をいつもより 12 時間遅らせております。 

 場所は自宅最寄駅のバスターミナルで、近隣にある大学への直行便の出発ホ

ーム。直行便なのでほぼ乗客の皆さんは大学関係者、ということで興味のある

方にぜひ見てほしいと思ったわけであります。 

 配布できたのは 1 時間で 20 枚程度。これを多いとみるか少ないとみるか。客

観的に判断するとよく取ってもらった方だろうと思います。お得な情報の掲載

された情報誌でもなければ、身近な問題を訴えたちらしでもありません。まさ

に「研究誌の号外です」というわけですから、受け取ってくださった皆さんは

十分に学問的な関心あるいは好奇心が強いのでしょう。日本の学生さんはまだ

まだ健全な学問精神を保っておられるようです。これからも号外を発行したら

継続的にお届けしようと思います。ただし５００枚は作りすぎかもしれません

ね。 

★＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝★ 

 

 次回の発行は 11 月 1 日を予定しております。 


